
 

令和 5 年（行ケ）第 10078 号判決の分

析：共同研究開発における発明者性の認定

に関するケーススタディ 
Gemini Deep Research  

 

エグゼクティブサマリー 
 

本レポートは、知的財産高等裁判所が下した令和 5 年（行ケ）第 10078 号判決について、詳

細かつ多角的な分析を提供するものである。本件は、大学発のディープテックベンチャーであ

るピクシーダストテクノロジーズ株式会社（被告）と、製品開発・製造を担う株式会社 CS イ

ノベーション（原告）との間で争われた特許無効審判請求事件の審決取消訴訟である。争点

は、特許第 6329679 号「オーディオコントローラ、超音波スピーカ、オーディオシステム、及

びプログラム」の発明者の認定にあった。 

原告は、自社の従業員こそが真の発明者、少なくとも共同発明者であると主張し、被告による

特許出願は冒認出願または共同出願違反に該当し無効であると訴えた。これに対し、被告は、

原告に試作品の製造を委託する以前の段階で、発明の核心部分（発明の特徴的部分）は既に自

社の研究者によって完成されていたと反論した。 

裁判所は、被告の主張を全面的に認め、原告の請求を棄却した。その判断の根底には、日本の

特許法における発明者認定の厳格な基準がある。すなわち、発明者とは、発明の技術的課題を

解決するための核心的な技術的思想（発明の特徴的部分）の創作に現実的に関与した者を指

し、その着想を当業者が実施可能なレベルまで具体化する行為が求められる。 

本判決において裁判所は、被告が開発した「本件実験機」が、音質などの性能面では未熟であ

ったものの、発明の課題を解決するための核心的な技術的思想、すなわち「複数の超音波トラ

ンスデューサを個別に制御し、特定の焦点に超音波を集束させて可聴音を発生させる」という

構成を既に具現化しており、この時点で発明は「完成」していたと認定した。一方で、原告が

「本件試作機」の開発において行った音質の向上、耐久性の確保、回路設計の最適化といった

貢献は、既に完成していた発明を製品化・実用化するための「改良」または「具体的実施態様

の一つ」に過ぎず、発明の核心部分への創作的関与には当たらないと判断した。 



本件は、大学発ベンチャーとものづくり企業との共同開発において典型的に生じうる知財紛争

の構造を浮き彫りにしている。研究開発の初期段階で生まれる「0 から 1」の基礎発明と、そ

れを市場投入可能な製品へと仕上げる「1 から 10 0」の製品化開発との間に存在する、貢献度

評価のギャップが紛争の根源にある。本レポートでは、判決の詳細な分析を通じて、この法的

判断の論理構造を解き明かすとともに、共同研究開発における知財管理、特に、発明者性の認

定、特許出願のタイミング、そして契約によるリスク管理の重要性について、実務的な教訓と

戦略的な提言を導き出す。 

 

第 1 章：事件の背景と審理の経緯 
 

本件訴訟は、イノベーションの異なる側面を担う二つの企業の衝突であり、その背景を理解す

ることは、判決の核心を把握する上で不可欠である。一方は大学発の先端技術シーズを社会実

装しようとするディープテックベンチャー、もう一方は高度なものづくり技術でアイデアを形

にする開発・製造企業である。 

 

1.1. 当事者：対照的なイノベーションモデルの研究 
 

 

被告：ピクシーダストテクノロジーズ株式会社（PDT） 

 

被告であるピクシーダストテクノロジーズ株式会社（以下「PDT」）は、メディアアーティス

トであり筑波大学准教授でもある落合陽一氏らが中心となり、平成 29 年（2017 年）5 月 10
日に設立された大学発ベンチャーである 1。その前身は米国法人 Pixie Dust Technologies, inc.
（PDT 社）であり、本件における開発委託契約の主体となっている 1。同社の事業の中核は、

「波動制御技術」を応用した製品・サービスの開発であり、音、光、電磁波などを自在に操る

ことで新たなユーザー体験や社会課題の解決を目指す、典型的なディープテック企業である 
7。落合氏の研究分野は、ヒューマンインターフェース、感性情報学、特に超音波を利用した触

覚提示や音響浮揚など多岐にわたる 9。この背景から、PDT は基礎研究の成果を基に、これま

で存在しなかった新しい原理や概念を創出する「0 から 1」のイノベーションを志向する組織

と位置づけられる。 

 



原告：株式会社 CS イノベーション（CSI） 

 

原告である株式会社 CS イノベーション（以下「CSI」）は、平成 24 年（2012 年）9 月に設

立された製品開発支援および製造を主たる事業とする企業である 15。同社の事業内容は、検

査・計測機器の企画・開発・製造、技術調査・研究、センシングソリューション、ものづくり

コンサルティングなどであり、主要取引先には宇宙航空研究開発機構（JAXA）や防衛省といっ

た高度な技術力と信頼性が要求される機関が含まれている 15。このことから、CSI は、基礎的

なアイデアやコンセプトを受け、それを信頼性、耐久性、製造可能性などを考慮した具体的な

製品へと落とし込む、いわば「1 から 100」のエンジニアリングを担う組織と位置づけられ

る。 

本件は、まさにこの「0 から 1」を生み出す研究開発型企業と、「1 から 100」を担う製品化企

業との連携において生じた典型的な知財紛争であると言える。両者の間には、「発明」とは何

かという点について、その企業文化や価値創出の源泉に根差した根本的な認識の相違が存在し

た。PDT にとっては発明の核心が基礎原理の着想と実証にあるのに対し、CSI にとっては製品

として機能させるための高度な技術的課題の解決こそが価値創造の中心であった。この認識の

ズレが、法的な発明者性の認定を巡る深刻な対立へと発展したのである。 

 

1.2. 紛争の対象となった知的財産：特許第 6329679 号 
 

本件で争われたのは、PDT を特許権者とする特許第 6329679 号である 1。 

● 発明の名称：「オーディオコントローラ、超音波スピーカ、オーディオシステム、及びプ

ログラム」 1。 
● 核心的な請求項（請求項 1）：本特許の請求項 1 は、複数の超音波トランスデューサを備

える超音波スピーカを制御するオーディオコントローラに関するものである。その核心

は、音源からのオーディオ信号に基づき、各超音波トランスデューサを個別に制御するた

めの制御信号を生成し、それらの信号によって各トランスデューサから位相差を持った超

音波を放射させ、空間上の一点（焦点）で超音波を集束させる「制御手段」を備える点に

ある 1。 
● 発明が解決しようとする課題：本特許の明細書によれば、発明の課題は、従来のサラウン

ドシステムのように、聴取者の周囲に物理的なスピーカを配置する必要があることに起因

する「オーディオシステムの使用環境の制約を取り除くこと」である 1。本件発明は、空

間上の任意の位置に仮想的な音源を形成することにより、物理的なスピーカの設置場所と

いう制約から解放された音響体験を提供することを目的としている。 
● 特許公報上の発明者：特許公報には、PDT の代表取締役である A 氏（落合陽一氏）と D



氏（村上泰一郎氏）の 2 名が発明者として記載されている 1。 

 

1.3. 知的財産高等裁判所に至るまでの経緯 
 

本訴訟は、特許庁における無効審判手続きを経て、知的財産高等裁判所（以下「知財高裁」）

に持ち込まれた。 

● 特許庁における無効審判請求（無効 2022 - 800002 号）：令和 4 年 1 月 20 日、CSI は
特許庁に対し、本件特許の無効審判を請求した。CSI の主張の骨子は、①本件発明の真の

発明者は CSI の代表取締役 C 氏および従業員 E 氏であり、特許を受ける権利を有しない

PDT による出願は冒認出願（特許法第 123 条第 1 項第 6 号）にあたる、②仮に PDT 側に

も発明者がいるとしても、CSI 側も共同発明者であり、CSI から特許を受ける権利を承継

した原告を含めずに行われた単独出願は共同出願違反（同項第 2 号）にあたる、というも

のであった 1。 
● 特許庁の審決（令和 5 年 6 月 13 日）：特許庁は、「本件審判の請求は、成り立たな

い。」との審決を下し、CSI の請求を退けた。審決は、PDT の A 氏が、CSI に試作品開発

を依頼した平成 27 年 5 月 26 日の時点で、既に本件発明の核心的な技術思想である「フ

ェーズドアレイ AM 変調スピーカ」を着想済みであったと認定した 1。 
● 知財高裁への審決取消訴訟（令和 5 年（行ケ）第 10078 号）：この特許庁の不成立審決

を不服として、CSI は同年 7 月 21 日、審決の取消しを求めて知財高裁に本件訴えを提起

した。本レポートが分析の対象とするのは、この訴訟に対する知財高裁の判決である 1。 

 

第 2 章：法的な対立の核心：発明者の定義 
 

本件の最大の争点は、法的に誰が「発明者」と認められるかという一点に集約される。原告

CSI と被告 PDT の主張は、発明がいつ、誰によって完成されたのかという事実認定を巡って真

っ向から対立した。 

 

2.1. 原告（CSI）の主張 
 

CSI は、自社の従業員が真の発明者であるという前提に立ち、本件特許には二つの無効理由が



存在すると主張した。 

● 冒認出願（特許法第 123 条第 1 項第 6 号）：CSI は、発明者である C 氏および E 氏から

特許を受ける権利を正当に承継していると主張。したがって、特許を受ける権利を持たな

い PDT が自己の名義で出願した行為は、他人の発明を盗用した「冒認出願」に該当し、

特許は無効であると訴えた 1。これは、発明の所有権が完全に CSI 側にあるとする、極め

て強い主張である。 
● 共同出願違反（特許法第 38 条、第 123 条第 1 項第 2 号）：仮に PDT 側の貢献が認めら

れるとしても、CSI の従業員もまた発明の完成に創作的に関与した「共同発明者」である

と主張。特許を受ける権利が共有であるにもかかわらず、PDT が単独で出願したことは、

共同出願義務を定めた特許法第 38 条に違反しており、この手続き上の瑕疵によっても特

許は無効とされるべきであると訴えた 1。これは、冒認出願が認められない場合の予備的

な主張（フォールバックポジション）である。 

CSI のこの二段構えの主張は、訴訟における一般的な戦略を反映している。まず、最も有利な

結果（権利の完全な奪取）をもたらす冒認出願を主位的に主張し、それが困難な場合に備え

て、少なくとも特許を無効化できる共同出願違反を予備的に主張するのである。裁判所がこの

両方の主張を完全に退けたという事実は、CSI の貢献が法的な「発明」の範疇には全く含まれ

ないという、極めて強力な判断が下されたことを示唆している。 

 

2.2. 被告（PDT）の反論 
 

PDT は、CSI の主張を全面的に否定し、発明の正当な権利者であることを主張した。 

● 発明の先行完成：PDT の反論の核心は、本件発明が、CSI に試作品の製作を依頼した平成

27 年（2015 年）5 月よりも遥か以前、具体的には平成 25 年（2013 年）1 月 30 日まで

には、自社の研究者である A 氏および B 氏によって既に完成していたという点にある 1。 
● 原告の役割：PDT は、CSI の役割を、既に完成していた発明思想に基づき、具体的なハー

ドウェアを製造する「受託者」に過ぎないと位置づけた。CSI が行った作業は、PDT から

の指示や提供された仕様書に基づくものであり、発明の核心的な技術的思想に対するいか

なる創作的貢献も含まれていないと主張した 1。 

 

2.3. 日本における発明者性の法的基準 
 

この対立を判断するにあたり、裁判所は日本の判例法理によって確立された発明者の認定基準



に依拠した。 

● 基本原則：特許法上の「発明者」とは、特許請求の範囲に記載された発明の技術的思想、

すなわち課題解決のための具体的な手段の創作に、現実的かつ創作的に関与した自然人を

指す 1。単なる補助者、管理者、あるいは単に資金を提供した者は発明者には当たらな

い。 
● 「発明の特徴的部分」への貢献：裁判実務上、発明者性の判断は、その発明が従来技術と

異なる新規な部分、すなわち「発明の特徴的部分」に誰が創作的に貢献したかという点に

焦点が当てられる 1。単なる補助作業、指示に基づくルーティン的な実験、あるいは発明

者による着想の具体化を手伝っただけでは、共同発明者とは認められない 24。 
● 発明の完成時期：発明は、物理的な試作品の完成を必ずしも要しない。その技術内容が、

当業者（その技術分野における通常の知識を有する者）であれば反復実施して目的とする

技術効果を挙げることができる程度にまで、具体的かつ客観的なものとして構成された時

点で「完成」したと解される（最高裁昭和 52 年 10 月 13 日判決、民集 31 巻 6 号 80 5
頁）1。特に、技術的思想の具体化による結果の予測が可能な分野においては、着想段階で

発明が完成したと認められる場合もある。 

本件では、まさにこの「発明の特徴的部分」が何であり、それがいつ、誰によって「完成」さ

れたのかが、判決の行方を決定づける最大の争点となった。 

 

第 3 章：技術的深掘り：発明の「特徴的部分」 
 

裁判所が発明者を認定する上で、まず行ったのは、本件特許の核心、すなわち「発明の特徴的

部分」を技術的に特定することであった。この特定作業は、関連技術の理解と、本件で登場す

る二つの重要な装置、「本件実験機」と「本件試作機」の比較分析を通じて行われた。 

 

3.1. 中核となる技術 
 

本件発明は、二つの既存技術の独創的な組み合わせに基づいている。 

● パラメトリックスピーカ：このスピーカは、空気の非線形性という物理現象を利用する。

まず、可聴音信号で超音波（搬送波）の振幅を変調する。この変調された強力な超音波を

空気中に放射すると、超音波自身が伝播する過程で「自己復調」という現象を起こし、元

の可聴音を再生する。これにより、あたかも空中から音が聞こえるような効果が得られ、

極めて高い指向性を実現できる 1。裁判所は、このパラメトリックスピーカの基本原理



が、本件発明がなされたとされる平成 25 年（20 13 年）頃においても、既に「周知の技

術」であったと認定している 1。 
● フェーズドアレイ：これは、複数のアンテナやトランスデューサ（振動子）をアレイ状に

配置し、各素子から出力する信号の位相（タイミング）を電子的に制御する技術である。

各素子からの波が干渉し合うことを利用し、波面全体の進行方向や収束点を、物理的な機

構を動かすことなく、電気的に高速で操作（ステアリングおよびフォーカシング）するこ

とができる 29。本件で「本件位相制御技術」と呼ばれるこの技術もまた、平成 27 年

（20 15 年）5 月以前に「公知」の技術であったと裁判所は認定した 1。 

 

3.2. 裁判所による発明の核心の特定 
 

裁判所は、パラメトリックスピーカとフェーズドアレイという二つの公知技術を、特定の課題

を解決するために組み合わせた点に本件発明の独創性を見出した。 

● 発明の飛躍：単に音を出すだけのパラメトリックスピーカに、フェーズドアレイ技術を適

用することで、空中に生み出される仮想音源の位置を任意に制御するという新しい価値を

創造した。 
● 「発明の特徴的部分」の定義：以上の分析に基づき、裁判所は本件発明の「特徴的部分」

を、請求項 1 に記載された**「オーディオ信号に基づいて、各超音波トランスデューサを

個別に制御するための制御信号を生成し、且つ、少なくとも 1 つの焦点位置で集束する位

相差を有する超音波を各超音波トランスデューサが放射するように、前記制御信号を、各

超音波トランスデューサに出力する制御手段を備える」**という構成であると明確に特定

した 1。この制御手段こそが、オーディオシステムにおける設置場所の制約という課題を

解決する核心であると判断された。 

 

3.3. 二つの装置の物語：実験機と試作機 
 

発明者性の認定は、この「特徴的部分」を誰が創作したのかという問いに帰着する。その判断

のため、裁判所は PDT が開発した「本件実験機」と、CSI が製造した「本件試作機」の技術内

容を詳細に比較検討した。 

この二つの装置の比較分析は、本判決の技術的な論理展開を理解する上で極めて重要である。

以下の表は、両者の仕様、性能、そして裁判所がそれぞれにどのような発明上の意義を認めた

かをまとめたものである。 



 

特徴 本件実験機（PDT
開発） 

本件試作機（CSI 開
発） 

裁判所の発明貢献度

評価 

開発時期 平成 27 年 4 月以前 
1 

平成 27 年 11 月納

品 1 
PDT が CSI に委託

する前に実験機を完

成させていた点を重

視。 

中核制御技術 FPGA を用いた位相

制御 1 

マイコンボード

GR- SAKURA + 
FPGA 1 

実験機の段階で、発

明の核心であるリア

ルタイム位相制御を

可能にする高度な

FPGA 技術が既に採

用されていたことを

認定。 

トランスデューサ

制御 

285 個の素子を個

別に位相制御し、超

音波を一点に集束可

能 1 

個別制御機能を持つ

FPGA プログラムを

搭載。ただし、焦点

に集束させるための

位相制御プログラ

ム自体は搭載して

おらず、PDT 側が

提供する前提だった 
1 

発明の核心である

「集束」機能は実験

機の段階で実現済

み。試作機はハード

ウェアプラットフォ

ームであり、核心ソ

フトウェアは PDT
に依存。 

変調方式 AM 変調および

PWM 変調（音圧制

御用）1 

PWM 変調（音波形

再現用）1 
試作機の PWM 変調

は音質向上のための

改良であり、発明の

基本原理（変調超音

波による可聴音生

成）は実験機で実証

済みと判断。 

音声出力能力 1- 10 23Hz の矩形波 10 kHz 程度までの
実験機の出力は限定



（「初期のテレビゲ

ームの電子音のよう

な音」）1 

任意のオーディオ

信号を再現可能 1 

的だが、「可聴音を

焦点で発生させる」

という発明の目的は

達成。試作機の高音

質化は、発明の完成

に必須の要件ではな

いと判断。 

位相制御の対象 超音波の搬送波の

位相のみを制御 1 

搬送波に加え、変調

された可聴音の波

形も焦点で揃うよ

うに制御する構成 1 

可聴音波形の位相同

期は音質向上のため

の改良であり、発明

の課題解決に必須で

はないと判断（詳細

は第 4 章）。 

製品化レベル 実験目的の装置で、

音質・耐久性に課題 
1 

耐久性、安全性、発

熱・共鳴音対策を施

し、製品化に向けた

試作品 1 

製品化のためのエン

ジニアリングは、発

明の「完成」とは別

次元の貢献であると

明確に分離。 

核心ソフトウェア

開発者 

PDT（A 氏、B 氏）
1 

変調制御部は CSI
（E 氏）。位相制御

部は PDT が担当 1 

発明の根幹をなす位

相制御ソフトウェア

は一貫して PDT が

開発・保有してお

り、CSI は関与して

いない点を認定。 

この比較から浮かび上がるのは、PDT の実験機が技術原理の証明（Proof of Concept）を達成

した装置であるのに対し、CSI の試作機はその原理を製品として成立させるための改良・実装

を行った装置であるという明確な役割分担である。 

特に、本件発明のような複雑なシステムにおいて、FPGA（Fie ld- Programmable  Gate  Array）
の採用は重要な意味を持つ。FPGA は、ソフトウェアで回路構成を書き換えられる集積回路で

あり、数百ものトランスデューサの位相をリアルタイムで並列処理するような、特定の計算タ

スクに特化した専用ハードウェアを構築するのに適している 35。PDT が初期の実験機の段階

で、この高度なデバイスを用いて位相計算ソフトウェアを実装していたという事実は、彼らが

単に漠然としたアイデアを持っていただけでなく、その実現に向けた核心的な技術的課題を既



に解決していたことを強く示唆する。これは、裁判所が PDT による発明の先行完成を認定する

上で、強力な根拠となった。 

 

第 4 章：裁判所の判断理由と判決 
 

裁判所は、前章で整理した技術的・事実的背景に基づき、発明者性の法的基準を適用し、CSI
の主張を退ける明確な論理を展開した。その核心は、「発明の完成」の時点をいつと捉える

か、そして CSI の貢献を法的にどう評価するかにあった。 

 

4.1. 発明の完成時点：「本件実験機」で十分であった理由 
 

 

法的基準の充足 

 

裁判所は、PDT が開発した「本件実験機」が、その性能は不完全であったとしても、法的な意

味での「発明の完成」を証明するのに十分であったと結論付けた 1。その理由は、実験機が、本

件発明の「特徴的部分」を既に具現化していたからである。すなわち、実験機は、フェーズド

アレイ技術とパラメトリックスピーカ技術を組み合わせ、「任意の焦点位置において可聴音を

発生させる」という発明の根本目的を達成可能であることを実証した。たとえ再生される音が

低品質な矩形波であったとしても、それは発明の成立を左右する問題ではない。当業者であれ

ば、この基本原理を基に、周知の技術（例えば、より高度な変調方式）を適用して音質を改善

することは可能であると判断された 1。 

 

原告の技術的主張の排斥 

 

裁判所は、CSI が「発明の必須の構成要素」であると主張した技術的特徴（原告特徴的部分）

を、一つ一つ論理的に退けた。 

● 距離の算出について（原告特徴的部分①）：CSI は、焦点位置と各トランスデューサとの

距離を算出し、それに応じて駆動タイミングを制御することが発明の特徴であると主張し



た。しかし裁判所は、これはフェーズドアレイ技術において位相差を決定するための当然

の前提であり、それ自体が独立した創作的な貢献とは言えないと判断した 1。 
● 可聴音波形の同期について（原告特徴的部分②）：これは CSI の最も強力な技術的主張

であった。すなわち、クリアな音を再生するためには、超音波の搬送波だけでなく、変調

された可聴音の波形そのものが焦点位置で位相を揃えて重なり合う必要がある、という主

張である。裁判所は、この主張の技術的な妥当性自体は否定しなかった。しかし、これが

発明の必須の構成要素ではないと判断した。その論理は以下の通りである。 
1. 発明の課題との関係：本件発明の課題はあくまで「オーディオシステムの使用環境の

制約を取り除く」ことであり、「高音質化」ではない。 
2. 効果の有無：被告 PDT が提出した計算によれば、搬送波のみの位相制御を行った場合

でも、可聴音波形のズレは極めてわずか（例えば、焦点距離 20 0 mm の場合で最大で

も 1 万分の 1 秒程度）であり、音量が若干低下したり、一部の周波数成分が打ち消さ

れたりすることはあっても、可聴音の発生自体が不可能になるわけではないと認定し

た 1。 
3. 結論：したがって、可聴音波形の同期は、音質を向上させるための「改良」技術では

あっても、発明の根本原理を成立させるための必須要件ではない。CSI のこの貢献

は、発明の完成そのものではなく、完成した発明の性能向上に関わるものと位置づけ

られた 1。 

 

4.2. 原告（CSI）の貢献の法的評価：発明ではなく、実装 
 

裁判所は、CSI が本件試作機の開発において多大な技術的貢献をしたことを事実として認めて

いる。具体的には、変調方式を AM 変調からより高度な PWM 変調へ変更するための検討、マ

イコンボードや FPGA 基板の評価と選定、製品化に不可欠な発熱・共鳴音対策、基板・回路の

具体的な設計、そして変調制御に関するソフトウェアの作成などである 1。 

しかし、裁判所はこれらの貢献のすべてを、既に PDT によって完成されていた発明を具現化す

るための**「具体的・客観的な態様の一つにすぎず」**と断じた。そして、「可聴音の音質の

向上」という課題を解決する CSI の貢献は、「使用環境の制約の除去」という本件発明の課題

を解決するものではないと明確に分離した。これは、法的に「発明の創作」と「発明の実施・

改良」とを厳格に区別する判断であり、本判決の核心部分である 1。 

 

4.3. 時系列の再構築と分析 
 



発明者性の争いでは、誰がいつ何をしたかという時系列が決定的に重要となる。裁判所は、証

拠に基づき、発明の着想から出願に至るまでの経緯を認定した。 

 

日付 出来事 主要な関係者 発明者性紛争におけ

る意義 

平成 22 年 9 月ま

で 

B 氏が中核技術で

ある「本件位相制御

技術」を利用した非

接触触覚ディスプレ

イを開発 1 

B 氏（PDT） 発明の基礎となる要

素技術が、CSI との

接触以前に PDT 側

で確立されていたこ

とを示す。 

平成 25 年 1 月 30
日まで 

「本件実験機」が完

成し、動作を記録し

た動画が撮影される 
1 

A 氏、B 氏（PDT） 発明の「特徴的部

分」を具現化した装

置がこの時点で存在

し、発明が法的に

「完成」していたと

する PDT の主張の

根幹をなす証拠。 

平成 26 年 3 月頃 B 氏が論文（甲 125
論文）を発表。実験

機の応用例として

「パラメトリックス

ピーカ」に言及 1 

B 氏（PDT） CSI との接触前に、

PDT 側で位相制御

技術をスピーカに応

用する着想があった

ことを示す客観的証

拠。 

平成 27 年 4 月 20
日 

A 氏のインタビュ

ー記事（甲 9）が掲

載。「新しい指向性

スピーカー」につい

て言及 1 

A 氏（PDT） CSI との接触直前

に、発明のコンセプ

トが公に語られてい

たことを示す証拠。 

平成 27 年 5 月 25
日 

CSI が PDT 社宛に

概算見積書（甲

20 4 見積書）を作

C 氏（CSI） 当初の依頼内容が

「空中超音波集束装



成 1 置 駆動回路設計・

検証」であったこと

を示す。 

平成 27 年 5 月 26
日 

PDT と CSI が筑波

大学で打ち合わせ。

その後、本件見積書

（甲 5 の 1）が作成

される 1 

A 氏（PDT）、C 氏

（CSI） 
見積書の件名が「フ

ェーズドアレイ AM
変調スピーカ」に変

更。CSI はこの変更

が自社の提案による

と主張したが、裁判

所は PDT 側の先行

着想を認定。 

平成 27 年 11月 CSI が 4 台の「本

件試作機」を PDT
社に納品 1 

C 氏、E 氏（CSI） CSI が主張する「発

明の完成」の時点。

しかし裁判所はこれ

を「完成した発明の

製品化」と評価。 

平成 29 年 5 月 10
日 

被告であるピクシー

ダストテクノロジー

ズ株式会社（日本法

人）が設立される 1 

A 氏、D 氏（PDT） -  

平成 29 年 10 月 3
日 

PDT が本件特許を

出願 1 
PDT CSI は、発明完成か

ら出願までの期間が

長いことを不自然だ

と主張したが、裁判

所は出願時期は発明

の完成時期の認定を

左右しないと判断。 

 

「着想」の認定 

 

特に重要だったのは、平成 27 年 5 月 26 日の打ち合わせの解釈である。CSI は、この場で自ら



が「フェーズドアレイ AM 変調スピーカ」という新たな技術を提案し、それが本件見積書に反

映されたと主張した。しかし裁判所は、それ以前の B 氏の論文や A 氏のインタビュー記事とい

った客観的証拠に基づき、PDT 側が CSI と接触する前からこの技術を**「具体的な解決手段を

伴う着想」**として有していたと認定した。単なる「思い付き」のレベルではなく、実験機に

よってその原理が実証されていた点が重視された。したがって、たとえ CSI が打ち合わせで同

様の提案をしたとしても、それは発明の起源とはなり得ないと判断された 1。 

この判決は、発明の完成を証明するためには、粗削りであっても中核的な技術思想を具体化し

た客観的な証拠（この場合は実験機とその動作記録）が極めて重要であることを示している。

一方で、製品としての完成度を高めるための後続の開発作業は、それがいかに高度で不可欠な

ものであっても、元の発明の創作者として認められるための根拠とはなりにくい、という厳格

な法的判断基準を改めて示した。 

 

第 5 章：戦略的インプリケーションと専門家による考察 
 

本判決は、法的には判例整合的な結論であるが、共同開発、特に大学発ベンチャーとものづく

り中小企業との連携が活発化する現代のイノベーション環境において、多くの戦略的な示唆と

課題を投げかけている。 

 

5.1. 「アイデアから製品へ」のギャップに潜む危険 
 

本件は、研究開発型ベンチャーと製品化を担うパートナー企業との間で生じる典型的な紛争で

あり、双方にとっての教訓を含んでいる。 

● ベンチャー側（PDT）のリスク：PDT は、自社の核心技術を製品化するという極めて重要

なプロセスを外部パートナーに委託した。本件では発明者性を認められたが、もし契約内

容や証拠管理が不十分であれば、核心的な知的財産権を失うか、共有を余儀なくされるリ

スクに直面していた。特に、試作品開発の過程で生まれた改良点が、元の発明とは別の新

たな発明としてパートナー企業に出願されてしまう可能性は常に存在する。 
● 開発パートナー側（CSI）の教訓：CSI にとっては、製品を市場に出せるレベルにまで引

き上げるために不可欠かつ高度なエンジニアリング作業を行ったにもかかわらず、その貢

献が基礎特許の「発明」としては法的に評価されなかったという厳しい結果となった 1。
これは、現在の日本の特許法制が、基礎原理の着想（0→1）を、その実用化・製品化

（1→10 0）よりも発明の本質として重視する傾向にあることを示している。ビジネス上の



貢献度と法的な発明者性の認定との間には、大きな乖離が存在しうるのである。 

この判決は、イノベーション・エコシステム全体に対する問いかけでもある。法制度は、製品

化に不可欠な高度なエンジニアリングを担うプレイヤーの貢献を適切に評価し、インセンティ

ブを与える仕組みとなっているか、という点について再考を促すものである。 

 

5.2. 特許出願のタイミングという高度な経営判断 
 

PDT が、CSI から実用的な試作機を平成 27 年 11月に受領してから、実際に特許を出願する平

成 29 年 10 月まで、約 2 年間の空白期間がある点は、戦略的に極めて興味深い 1。裁判所は

「発明が完成した後に特許出願をするか否か、するとしていつ出願するかについては、多くの

考慮すべき事情がある」として、出願の遅れが発明の完成時期の認定を左右するものではない

と正しく指摘した 1。 

しかし、ビジネスリスク管理の観点からは、この遅延は紛争の火種を生んだ重大な判断ミスで

あったと言わざるを得ない。もし PDT が CSI に開発を委託する前に、少なくとも実験機の段

階で特許出願（仮出願を含む）を済ませていれば、CSI が発明者性を主張する余地は大幅に狭

まり、本件訴訟は未然に防げた可能性が高い。この遅延の背景には、若いスタートアップにあ

りがちなリソース不足、知財戦略の優先順位の低さ、あるいはパートナーとの間で知財紛争が

起こるというリスク認識の欠如など、様々な要因が推測されるが、結果として多大な訴訟コス

トと経営資源の浪費を招いた。 

 

5.3. 判決を超えた専門家の評価 
 

法的な観点から見れば、本判決は「発明の特徴的部分」への創作的関与を重視し、発明と単な

る実施・改良とを区別するという、日本の確立された判例法理に忠実な、論理的で妥当な結論

である 1。 

しかし、ビジネスの公平性の観点からは、異なる評価も可能である。CSI は、研究室レベルの

実験装置を、市場投入一歩手前のプロトタイプにまで昇華させるという、極めて価値の高い役

割を果たした。このプロセスには、単なる「熟練した技術者の作業」以上の、創造的な問題解

決が数多く含まれていたはずである。にもかかわらず、その貢献が基礎特許の権利として全く

報われなかったという結果は、ビジネスの現場感覚とは乖離していると感じる関係者も少なく

ないだろう。 



この事件は、知識の非対称性が知財の帰属に与える影響を象徴している。PDT は波動物理学の

専門家集団であるが、製品開発の専門家ではなかった。逆に CSI は製品開発のプロフェッショ

ナルであるが、基礎原理の創作者ではなかった。このような「知識の非対称性」はディープテ

ック分野の協業では一般的である。そして、現在の法制度は、この状況において、基礎原理の

創作者に圧倒的に有利に働く構造となっている。これは、製品化を担う企業にとって、自社の

貢献を知的財産権として確保するためには、事後の訴訟に頼るのではなく、協業開始前の極め

て戦略的な契約交渉が生命線となることを示唆している。 

 

第 6 章：発明者性紛争を回避するための実務的提言 
 

本判決は、共同研究開発、特に外部パートナーに試作品開発などを委託する際に生じうる知的

財産権に関する紛争を未然に防ぐための、具体的かつ実行可能な教訓を数多く提供している。 

 

6.1. プロアクティブな知財戦略：早期出願の徹底 
 

本件から得られる最も重要かつ単純な教訓は、発明の核心的なアイデアを外部の開発パートナ

ーに開示する前に、必ず特許出願を済ませておくことである 1。これにより、発明の成立日を

法的に確定させる「優先日」を確保できる。これは、将来の発明者性に関する主張に対する最

も強力な防御策となる。たとえ発明が未完成な部分を含んでいたとしても、発明の骨子を記載

した出願を早期に行うことは、自社の権利を守る上で決定的に重要である。 

 

6.2. 契約による防御：知財条項の精密な設計 
 

標準的な NDA（秘密保持契約）や簡単な業務委託契約書だけでは、本件のような複雑な紛争を

防ぐことはできない。共同開発契約や業務委託契約を締結する際には、弁理士や弁護士などの

専門家を交え、知的財産権の取り扱いについて極めて詳細かつ明確な条項を設ける必要がある 
41。契約書に盛り込むべき主要な項目は以下の通りである。 

● バックグラウンド IP（背景技術）の特定：共同開発を開始するにあたり、各当事者が既に

保有している知的財産権（特許、ノウハウ等）をリスト化し、契約書に明記する。これに

より、開発前から存在していた技術と、開発によって新たに生まれた技術とを明確に区別



する。 
● フォアグラウンド IP（成果）の帰属：共同開発の過程で新たに生まれた発明、考案、意

匠、著作物、ノウハウ等の知的財産権（フォアグラウンド IP）の帰属ルールを事前に定め

る。単独で発明した場合は発明した側に帰属するのか、共同で発明した場合は共有とする

のか、そして共有の場合の持分比率をどのように決定するのか（例：貢献度に応じて協

議、均等など）を具体的に規定する。 
● 改良発明の取り扱い：本件の核心的な争点であった、一方の当事者のバックグラウンド IP

に対して他方の当事者が改良を加えた場合に、その改良発明の権利が誰に帰属するのかを

明確に定める。例えば、「改良発明は原則として原権利者に帰属するが、改良の貢献度に

応じて実施料を支払う」といった規定が考えられる。 
● 発明の届出・協議義務：開発の過程でいずれかの当事者が発明に該当しうると考える成果

を得た場合に、速やかに相手方にその内容を届け出て、発明者性の認定と権利の帰属につ

いて協議する手続きを定める。これにより、問題が大きくなる前に早期に解決を図ること

ができる。 
● 対価の明確化：知的財産権の譲渡や実施許諾が発生する場合、その対価が業務委託料に含

まれているのか、別途協議するのかを明記する。無償での権利譲渡は税務上の問題を生じ

させる可能性もあるため注意が必要である 50。 

 

6.3. 緻密な記録管理：証拠による防御壁の構築 
 

紛争が発生した場合、最終的に判断の決め手となるのは客観的な証拠である。PDT が本件で勝

訴できた大きな要因の一つは、CSI と接触する以前の論文やインタビュー記事といった、発明

の先行完成を裏付ける証拠を提示できたことであった 1。したがって、研究開発プロセスの全段

階において、日付の入った詳細な記録を維持・管理することが極めて重要である。 

● 記録すべき情報：研究ノート、設計図、仕様書、ソースコードのバージョン管理履歴、打

ち合わせの議事録、電子メールのやり取りなど、発明の着想から具体化に至るまでの全プ

ロセスを時系列で追跡できる資料を体系的に保存する。 
● 記録の信頼性：電子記録の場合はタイムスタンプを利用するなど、記録の作成日時が後か

ら改変されていないことを証明できる形で保存することが望ましい。 

本件は、大学発ベンチャーのような研究開発主体にとって、知財戦略が単なる権利取得活動で

はなく、事業リスク管理そのものであることを示している。特に、ベンチャーキャピタルなど

の投資家は、投資先のディープテック企業に対して、単に資金を提供するだけでなく、こうし

た厳格な知財管理体制の構築を求め、ガバナンスの一環として監督していく責務がある。知財

戦略の欠如は、本件が示すように、有望な技術を持つ企業の成長を阻害し、投資価値を大きく

損なう致命的なリスクとなりうるからである 52。 
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